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安全衛生巡視

　東京大学で実施されている安全衛生巡視には、総長安全衛

生パトロール、部局長による安全衛生パトロール、衛生管理

者職場巡視及び産業医職場巡視があります。総長安全衛生パ

トロール及び部局長による安全衛生パトロールはいわゆる

トップパトロールであり、安全衛生推進の意志をトップ自ら

が示すことを目的にそれぞれ年 1 回行われています。衛生管

理者職場巡視と産業医職場巡視は法定の巡視であり、それぞ

れ週 1 回以上及び月 1 回以上の実施が必要です。

　2012 年度の実績では、総長安全衛生パトロールは 1 回、

部局長による安全衛生パトロールは複数回実施した部局もあ

るため 29 部局で合計 48 回行われました。

　衛生管理者巡視については年間 513 回実施され、産業医職

場巡視は 212 回実施されました、これらの巡視においては、

全ての実験室及び共用の設備を年 1 回以上巡視するように計

画され実施しています。衛生管理者職場巡視と産業医職場巡

視にはキャンパス外にある大学の有人施設である 50 箇所も

含まれます。

　安全衛生巡視では、整理整頓清掃清潔や機器及び化学物質

の使用・管理状況の確認だけでなく、防火防災の観点から棚

などの転倒防止、避難経路の確保や消火設備周辺の整理整頓

などについても確認しています。これらの安全衛生巡視の内、

産業医巡視では、巡視時の指摘事項とそれへの対応について

の記録を作成し、部局及び環境安全本部へ回覧することとし

ています。

　安全衛生巡視での指摘事項を分類した結果からは、2012

年度では、「防火 / 緊急設備・避難経路 / 通路の安全」「棚等

転倒防止、棚内転落防止」に関する指摘件数が多くなってい

ます。これらは、東日本大震災以降、什器類や高圧ガスボン

ベの固定状況及び避難経路の確保、また継続して重点項目と

している薬品管理に注目して巡視を行ったためです。安全衛

生巡視には含めて集計等はされていませんが、新規設備が設

置された場所、事故災害発生場所や環境改善を行った実験室

等を対象に臨時に行われる現場確認・点検があります。これ

らの機会を通じても安全衛生、防火防災の観点から指摘や指

導が行われています。

巡視風景
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産業医職場巡視指摘事項件数
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施設の説明を受ける様子

実験内容・設備の説明を受ける様子

車いす使用者の避難実演の様子

総長による安全衛生パトロール

事故災害報告

　１０月３０日（火）、駒場Ⅱキャンパスの生産技術研究所、先端

科学技術研究センターにおいて、総長による安全衛生パトロールが

実施されました。総長による安全衛生パトロールは、本学の安全衛

生に対する姿勢を自ら示すことを目的とし、毎年実施されています。

　当日は、濱田純一総長をはじめ、清水孝雄環境安全担当理事、小

島憲道環境安全本部長、長谷川壽一駒場地区事業場長、中埜良昭生

産技術研究所所長、中野義昭先端科学技術研究センター所長ほか関

係者により、生産技術研究所と先端科学技術研究センターの実験室

等１０カ所の巡視が行われました。

　担当教員から研究内容の説明を受けた後、実験機器の安全な使用、

保護具の着用、薬品の保管状況、ボンベや棚の固定、避難経路等に

ついて現状を視察しました。

　巡視後、濱田総長から「以前よりも安全衛生に対する意識や体制、

設備が改善されてきたと感じる。実験等はリスクが高い印象を受け

た。一人ひとりの安全に対する意識が重要であるため、今後もより

一層安全教育に力を入れてほしい」との講評がなされました。

　なお、各部局においても部局長による安全衛生パトロールが順次

実施されており、安全衛生管理の普及と向上に取り組んでいます。

　東京大学では、2004 年度より、学内の教育・研究および全ての

業務において発生した事故を大学本部に報告することを義務付けて

おり、2012 年度は合計 230 件の事故報告がありました。

　当事者となった人数は、職員、教員、大学院生、学部生の順であ

り、「交通事故」、「転落事故」、「刺され・咬まれ」の各事故では職

員や教員が当事者であることが多く、「きれ・こすれ・刺し」、「電気・

感電」の各事故では大学院生が、「有害物等との接触」の事故では

学部生が各々当事者であることが多いという傾向でした。

　事故災害報告には、当事者、被災者の保護具の使用状況を記載す

ることとなっています。2012 年度の事故災害のうち、実験中と判

断されたものは、およそ 100 件あり、このうち保護具を使用して

いた事例は約半数でした。また、保護手袋は比較的着用率は高いも

のの、用途に適さないと考えられる使用例もあることから、適切な

保護具の使用の指導について推進が必要であると考えられます。

　今後も適宜必要な対応を行い、安全確保に努めていきます。

教職員等における事故種別比率

学生等における事故種別比率

転倒・転落
22%

有害物等との接触
1%

ぶつけ・激突
6%

火災・小火・発煙
4%

交通事故
17%

きれ・こすれ・刺し
6%

刺され・咬まれ
14%

漏洩・漏水
9%

高温・低温の物との接触
0%

破裂
1%

飛来・落下
8%

体調不良
3%

電気・感電
3%

はさまれ・巻き込まれ
2%

その他
4%

有害物等との接触
7%

ぶつけ・激突
3%

火災・小火・発煙
5%

学生等における事故種別比率

有害物等との接触
7%

ぶつけ・激突
3%

火災・小火・発煙
5%

交通事故
16%
転倒・転落
7%

きれ・こすれ・刺し
10%

刺され・咬まれ
0%

漏洩・漏水
14%

高温・低温の物との接触
3%

飛来・落下
8%

体調不良
12%

電気・感電
4%

はさまれ・巻き込まれ
3%

破裂
3% その他

5%

02

03

キャンパスの安全衛生9
chapter



30東京大学 環境報告書 2013

　本学安全の日・安全講演会が、「安全リテラシー」をテーマ

とし、７月１０日（火）伊藤国際学術研究センター伊藤謝恩ホー

ルにて開催され、学内外から約 250 人が参加しました。

　農学生命科学研究科リサーチフェローであった山下高広氏

が、八丈島にて潜水作業中に亡くなる事故が発生してから本

年７月４日で７年となり、本学では事故の発生した７月４日を

全学安全の日と定め、事故の記憶を風化させることなく、教

育研究活動における安全衛生の向上、事故災害の発生防止、

安全意識の向上、安全文化の定着に取り組むことを改めて決

意する日としています。

　冒頭、濱田純一総長より、「近年、教職員や学生の皆さんの

安全に対する意識は向上してきたと感じているが、類似事故

の発生が後を絶たない。教員主導で研究室の安全管理を徹底

するとともに、大学全体でも諸大学の模範となるような安全

管理体制を築いていきたい。本日の講演テーマは「安全リテ

ラシー」となっている。一人ひとりの安全の素養を養うことは

大学という場において重要である。本講演会が東京大学にお

ける安全意識の向上に役立つことを願う」との挨拶がありま

した。

　講演の第１部では、明治大学の向殿政男教授より「安全リ

テラシーとリスクコミュニケーション」についての講演があり

ました。絶対の安全は存在しないことを念頭に置いたうえで、

正しい知識を得て、正しく怖がることが必要であると述べられ

ました。また安全と安心の実現のためには、様々な立場が協

力してリスクコミュニケーションを行うことが重要であると話

され、参加者たちもそれぞれの立場から熱心に耳を傾けてい

ました。

　第２部では、「長岡技術科学大学における SDS（セイフティ

データシート）の実践」というテーマで長岡技術科学大学の

福田隆文教授より講演がありました。設備・作業毎に適用さ

れる関係法令を横断的にリストアップする SDS の取り組みに

ついて、実践的な実施手順を交えて紹介されました。最後に、

本学環境安全研究センターの刈間理介准教授より「米国の大

学における安全衛生管理と安全教育」について紹介されまし

た。米国の大学への訪問調査に基づいて、日本でも取り入れ

るべき安全管理の姿勢や手法について説明がありました。

安全の日講演会

開会の挨拶をする濱田総長

ポスター
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　９月２４日（月）に平成２４年度東京大学本部・病院合同

防災訓練が実施されました。今回は、災害拠点病院である医

学部附属病院の機能維持を課題とし、災害時における本部と

病院の連携・支援体制の構築をめざしました。本部教職員と

病院教職員のほか、バリアフリー支援室や本郷保健センター

とも連携し、約３００名が参加した大規模な訓練となりまし

た。

　本訓練では首都直下型地震が発生したという想定の下、本

部教職員の避難訓練と安否確認訓練のほか、災害時には附属

病院に多くの傷病者が来院することが予想されるため、病院

医療スタッフによる傷病者のトリアージ訓練やヘリ搬送訓練

が行われました。また保健センター医療スタッフにより学内

応急救護所が設置され、病院と連携しての急病者搬送訓練も

行われた。本部教職員は総務・広報班、警備誘導班、物資調

達班、施設環境班の４班に分かれ、それぞれ情報収集・発信

訓練、トリアージの導線確保、トリアージエリアや応急救護

所へのテント設置、外部火災状況の目視確認等、病院と連携

した訓練を行いました。

　当日は、濱田純一総長をはじめとする役員がトリアージ等

の訓練の様子を視察し、同時に山上会館では、役員不在とい

う想定の下、副理事・部長による災害対策本部初動訓練が行

われた。役員の到着後は、被害状況等の引継の後、意思決定

訓練を実施しました。

　訓練終了後、濱田総長、各理事及び門脇孝医学部附属病院

長より意見・感想が述べられました。訓練を通じて、傷病者

搬送のための物理的な障害や、外部からの問い合わせ対応窓

口のあり方等、災害時に想定される問題点を明らかにし、対

策を講じる契機となったことが評価されました。また、各部

局での防災訓練の参考となるよう、部局担当者による見学会

も併せて行われました。

平成24年度東京大学本部・病院合同防災訓練

総長・理事による視察の様子

御殿下グラウンドでのヘリ搬送訓練の様子

保健センタースタッフによる応急救護所の様子
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第三者意見

村田 静昭

名古屋大学大学院　
環境学研究科　教授

経歴： 

1976 年 名古屋大学工学部合成化学科 卒業

1981 年 名古屋大学大学院理学研究科 博士後期課程 化学専攻 満期退学

1982 年～ 92 年 名古屋大学教養部 助手 ～助教授

1992 年 名古屋大学大学院人間情報学研究科 助教授

1999 年 名古屋大学大学院人間情報学研究科 教授

2001 年 名古屋大学大学院環境学研究科 教授 情報文化学部併任

2010 年～ 名古屋大学環境安全衛生管理室長兼務、総長補佐

著書：有機化学からみた環境ホルモン、理系基礎化学実験

　アベノミクスと称される経済活性化プロジェクトの効果や

2020 年の東京オリンピック・パラリンピック開催決定など

で日本の活力は復活しつつあります。バブル崩壊以降地に堕

ちたかに見えた、日本人の自信や海外からの尊敬・信用の回

復も目立つようになっています。一方で、未だ出口のまった

く見えない状態にある福島第 1 原発事故の収拾など多くの

課題も山積しており、一歩誤れば再び信用の大失墜をもたら

す危うさを含んでいます。資源の乏しい我が国では、優れた

教育によって優秀な人材を育成し輩出していくことが回復を

軌道に乗せ、世界のリーダーたるべき立場を確かにする方法

の一つだと信じます。特に環境の分野に関する知識や技術は、

かつて公害問題で苦しんだ日本が自らの経験と反省の上に築

き上げた財産であり、日本の大学にはこれを継承・発展させ

ていく義務があります。東京大学は世界ランキングなどでも

明らかなように日本のトップリーダー大学であり、東京大学

の活動は他の大学が見習う多くのものをもっていると考えて

います。

　環境報告書では、「4 東京大学の責任と役割」において東

京大学憲章および総長のアクションプランの下に定められた

FOREST2015 が記載され、2015 年を目標にした大学全体

としての基本的な行動ビジョンについて、全学横断的な 10

の重点的テーマ別行動シナリオが説明されています。この中

に地球温暖化対策に関する責任と役割として CO2 の削減が

盛り込まれ、東大・サステナイブル・キャンパス・プロジェ

クト（TSCP）2030 では 2030 年には CO2 を大学全体で

50% 削減するという長期目標が掲げられています。これを

達成するためのアクションプランとして TSCP2012 が実施

されていました。ここでは「見える化」「省エネルギー ･ 創

エネルギー」「社会連携」三つのコンセプトの“共進化”を

基に、実行組織である TSCP 室が中心となって本部総長サ

イド・産学連携・事務サイド・部局・学生と連携しながら総

合的に活動しています。その結果、非実験系から排出される

CO2 を 2006 年度実績に比べ 15% 削減するという目標を

達成しています。ここで注目すべきは、PDCA を活用して

教育研究の発展に伴い自然増加するエネルギー消費量を目標

値以下に抑えたことです。東京大学の長期・中期計画のコン

セプトと実行プランの有効性と、環境安全衛生を担当する組

織とその連携による力をよく表していると思います。

　TSCP2030 に 向 け た 次 な る 行 動 プ ラ ン と し て

TSCP2017 では、CO2 削減の進展に向けて実験系の基盤的

設備における削減、非実験系設備の高効率化、創エネルギー・

未利用エネルギーなど五つの具体的な対策を定め、先導的な

実験設備を除き 2012 年度比 5% 削減の目標が立てられま

した。エネルギー使用のより大きな部分を占める実験系にお

ける削減には大きな困難が予想されますが、単に省エネ機器

への更新や非現実的な節電に頼るのではなく、TSCP2012

で見せた全学的な総合力の活用により無理なく目標にアプ

ローチできる可能性を示唆しています。

　「5 環境安全管理の取り組み」「8 その他の活動について」

「9 キャンパスの安全衛生」に記載されている各項目は、東

京大学の現状について適切なグラフや表を基に簡潔な説明文

で紹介されていると思います。「バリアフリー」「男女共同参

画」などの詳細な内容はホームページのアドレスを文頭に明

示することで、記述の分量増加によって環境報告書のリーダ

ビリティーを損なうことがないよう配慮されています。とも

すれば隠したくなるような事故災害情報についても、いくつ

かの側面から分析や注釈が加えられ価値の大きな情報を提供

し、リーダーに対して事故再発防止への注意点などを明らか

にしています。その他「安全の日」「避難訓練」などの記事

を通しても、東京大学が日常から大学の社会的責任（USR）

に対して真摯に取り組んでいる様子が伝わってきます。全体

として USR に対する大学全体の取り組みがよく見えるだけ

でなく、総長を中心としたトップの熱意が伝わり、東京大学

の信頼性アップにつながるものだと思います。

　「6 環境にかかわる教育・研究」「7 地域との共生、協働」

に関する話題は、マネジメントを主体とした記事の対極にあ

る大学オリジナルなアカデミックな取り組みと成果を報告す

るものです。紹介された記事は、東京大学における教育・研

究活動のレベルから考えると極めて優れたものであると推察

されますが、それぞれの記事が今回選ばれた理由とくに東京

大学のアクションプラン、環境理念・環境基本方針などに対

してどのような位置にあるものなのかを説明していただける

と、単に例示といった印象を与えることがなくなり環境報告

書としての一体性の向上につながります。さらに、東京大学

が外国人を含めた学生や教職員に対して普段から提供してい

る環境安全衛生に関する教育・講習についての概要と実績の

紹介があれば、東京大学への内外からの信頼がより一層高ま

ることになると思います。

　最後に全体を通して、図表化されたデータによる裏付けを

生かした簡潔な説明によるリーダビリティーの良さ、冊子体

を 33 ページにコンパクトにまとめ URL（pdf）版および関

連 HP とのリンクを活用した補足説明の充実、名前と写真を

生かした各項目執筆者の可視化など、私共の大学のみならず

他の大学が見習うべき多くの特長があります。

環境報告書の信頼性向上に向けて10
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　2013 年 4 月より、理事・副学長として環境安全を担当しております。2011 年の東日本大

震災以降、環境安全をとりまく環境は大きく変わっています。東京大学における日々の事故防

止や安全管理のみならず、緊急・災害時を含めた多種多様な環境要因の健康への影響、および

緊急・災害時のパニックや避難生活におけるストレスによる心理面への理解等が求められてお

ります。

　環境安全本部では本学における多方面にわたる取り組みを毎年紹介しておりますので、皆さ

まからの幅広い視点からのご意見を賜れば幸いです。

理事挨拶

長谷川 壽一
環境安全担当理事・副学長

東京大学 環境報告書 2013
編集発行／東京大学 環境安全本部
発行／ 2013 年 9 月

国立大学法人 東京大学 環境安全本部     
〒 113-8654　東京都文京区本郷 7 丁目 3 番 1 号    utreport@adm.u-tokyo.ac.jp    http://www.u-tokyo.ac.jp
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　2013 年の環境報告書をお届けします。

　2011 年に発生した東日本大震災を教訓に、東京大学では特に防火・防災の強化を進めてい

ます。2012 年 9 月には、防災に備えた連絡体制の強化に向け、本部と医学部附属病院、保健

センターの連携によるトリアージ訓練・応急救護所設置訓練を含む防災訓練を実施しました。

　また、東京大学では濱田総長のもとで「FOREST 2015」を策定し、その重点テーマ別行動

シナリオの一つとして「ガバナンス、コンプライアンスの強化と環境安全の確保」を掲げ、環

境安全や防災対策を推進するための取組を行ってまいりました。この環境報告書にて、東京大

学の環境安全に関する活動へのご理解を深めていただき、建設的なご意見を頂戴できれば幸い

です。

編集後記

北森 武彦
副学長・環境安全本部長
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